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６

課
税
標
準

各
課
税
事
業
年
度
の
課
税
標
準
法
人
税
額
を
課
税
標

準
と
し
、
課
税
標
準
法
人
税
額
は
、
基
準
法
人
税
額
と

す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
九
条
関
係
）

７

税
額
の
計
算

^

地
方
法
人
税
の
額
は
、
各
課
税
事
業
年
度
の
課
税

標
準
法
人
税
額
に
一
〇
〇
分
の
四
・
四
の
税
率
を
乗

じ
て
計
算
し
た
金
額
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
〇

条
及
び
第
一
一
条
関
係
）

_

確
定
申
告

法
人
は
、
原
則
と
し
て
各
課
税
事
業
年
度
の
終
了

の
日
の
翌
日
か
ら
二
月
以
内
に
、税
務
署
長
に
対
し
、

当
該
課
税
事
業
年
度
の
課
税
標
準
法
人
税
額
そ
の
他

の
事
項
を
記
載
し
た
地
方
法
人
税
の
確
定
申
告
書
を

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。（
第
一
九

条
関
係
）

`

納
付
及
び
還
付

\

^

又
は
_

の
申
告
書
を
提
出
し
た
法
人
は
、
こ

れ
ら
の
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
に
、
地
方
法
人

税
を
国
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し

た
。（
第
二
〇
条
及
び
第
二
一
条
関
係
）

]

地
方
法
人
税
中
間
申
告
書
を
提
出
し
た
法
人
か

ら
そ
の
地
方
法
人
税
中
間
申
告
書
に
係
る
課
税
事

業
年
度
の
地
方
法
人
税
確
定
申
告
書
の
提
出
が

あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
地
方
法
人
税
確
定

申
告
書
に
中
間
納
付
額
で
当
該
課
税
事
業
年
度
の

地
方
法
人
税
の
額
の
計
算
上
控
除
し
き
れ
な
か
っ

た
金
額
の
記
載
が
あ
る
と
き
は
、
税
務
署
長
は
、

当
該
申
告
書
を
提
出
し
た
法
人
に
対
し
、
当
該
金

額
に
相
当
す
る
中
間
納
付
額
を
還
付
す
る
こ
と
と

し
た
。（
第
二
二
条
関
係
）

^

税
務
署
長
は
、
欠
損
金
の
繰
戻
し
に
よ
る
法
人

税
の
還
付
請
求
書
を
提
出
し
た
法
人
に
対
し
て
還

付
所
得
事
業
年
度
又
は
還
付
所
得
連
結
事
業
年
度

に
該
当
す
る
課
税
事
業
年
度
に
係
る
法
人
税
を
還

付
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
課
税
事
業
年
度
の

確
定
地
方
法
人
税
額
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
法
人

に
対
し
、
当
該
確
定
地
方
法
人
税
額
の
う
ち
、
法

人
税
の
還
付
金
の
額
に
一
〇
〇
分
の
四
・
四
を
乗

じ
て
計
算
し
た
金
額
に
相
当
す
る
金
額
を
併
せ
て

還
付
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
三
条
関
係
）

９

罰
則

罰
則
に
つ
い
て
必
要
な
規
定
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
第
三
三
条
〜
第
三
七
条
関
係
）

10

そ
の
他

更
正
の
請
求
の
特
例
、
還
付
の
手
続
等
に
つ
い
て
、

法
人
税
法
の
規
定
に
準
じ
て
所
要
の
規
定
を
設
け
る
こ

と
と
し
た
。（
第
二
条
、
第
三
条
、
第
八
条
、第
一
五
条
、

第
二
四
条
〜
第
三
二
条
関
係
）

11

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
六
年
一
〇
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
地
方
法
人
税
法
（
法
律
第
一
一
号
）（
財
務
省
）

１

趣
旨

地
方
交
付
税
の
財
源
を
確
保
す
る
た
め
の
地
方
法
人

税
に
つ
い
て
、
納
税
義
務
者
、
課
税
の
対
象
、
税
額
の

計
算
の
方
法
、
申
告
及
び
納
付
の
手
続
並
び
に
そ
の
納

税
義
務
の
適
正
な
履
行
を
確
保
す
る
た
め
必
要
な
事
項

を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
関
係
）

２

納
税
義
務
者

法
人
税
を
納
め
る
義
務
が
あ
る
法
人
は
、
地
方
法
人

税
を
納
め
る
義
務
が
あ
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
条
関

係
）

３

課
税
の
対
象

法
人
の
各
課
税
事
業
年
度
の
基
準
法
人
税
額
を
課
税

の
対
象
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
条
関
係
）

４

基
準
法
人
税
額

基
準
法
人
税
額
は
、
次
の
法
人
税
の
額
と
す
る
こ
と

と
し
た
。
た
だ
し
、附
帯
税
の
額
を
除
く
こ
と
と
し
た
。

（
第
六
条
関
係
）

^

確
定
申
告
書
を
提
出
す
べ
き
法
人

各
事
業
年
度

の
所
得
の
金
額
に
つ
き
、
所
得
税
額
控
除
、
外
国
税

額
控
除
及
び
仮
装
経
理
に
基
づ
く
過
大
申
告
の
場
合

の
更
正
に
伴
う
法
人
税
額
の
控
除
に
関
す
る
規
定
を

適
用
し
な
い
で
計
算
し
た
法
人
税
の
額

_

連
結
確
定
申
告
書
を
提
出
す
べ
き
連
結
親
法
人

各
連
結
事
業
年
度
の
連
結
所
得
の
金
額
に
つ
き
、
所

得
税
額
控
除
、
外
国
税
額
控
除
及
び
仮
装
経
理
に
基

づ
く
過
大
申
告
の
場
合
の
更
正
に
伴
う
法
人
税
額
の

控
除
に
関
す
る
規
定
を
適
用
し
な
い
で
計
算
し
た
法

人
税
の
額

`

退
職
年
金
等
積
立
金
確
定
申
告
書
を
提
出
す
べ
き

法
人

各
事
業
年
度
の
退
職
年
金
等
積
立
金
の
額
に

対
す
る
法
人
税
の
額

５

課
税
事
業
年
度

法
人
の
各
事
業
年
度
を
課
税
事
業
年
度
と
す
る
こ
と

と
し
た
。（
第
七
条
関
係
）

_

内
国
法
人
が
納
付
す
る
各
課
税
事
業
年
度
の
控
除

対
象
外
国
法
人
税
の
額
が
法
人
税
の
控
除
限
度
額
を

超
え
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
え
る
金
額
を
、
当
該
課

税
事
業
年
度
の
国
外
所
得
に
対
応
す
る
地
方
法
人
税

の
額
を
限
度
と
し
て
、
当
該
課
税
事
業
年
度
の
地
方

法
人
税
の
額
か
ら
控
除
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
二

条
関
係
）

`

内
国
法
人
の
各
課
税
事
業
年
度
開
始
の
日
前
に
開

始
し
た
課
税
事
業
年
度
の
地
方
法
人
税
に
つ
き
税
務

署
長
が
更
正
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
更
正
に

つ
き
仮
装
経
理
に
基
づ
く
過
大
申
告
の
場
合
の
還
付

の
特
例
の
適
用
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
更
正
に
係
る

仮
装
経
理
地
方
法
人
税
額
は
、
当
該
更
正
の
日
以
後

に
終
了
す
る
各
課
税
事
業
年
度
の
地
方
法
人
税
の
額

か
ら
控
除
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
三
条
関
係
）

a

_

及
び
`

に
よ
る
控
除
は
、
ま
ず
外
国
税
額
を
控

除
し
、
次
に
仮
装
経
理
地
方
法
人
税
額
を
控
除
す
る

こ
と
と
し
た
。（
第
一
四
条
関
係
）

８

申
告
、
納
付
及
び
還
付

^

中
間
申
告

\

法
人
税
の
中
間
申
告
書
を
提
出
す
べ
き
法
人

は
、
課
税
事
業
年
度
開
始
の
日
以
後
六
月
を
経
過

し
た
日
か
ら
二
月
以
内
に
、
税
務
署
長
に
対
し
、

地
方
法
人
税
の
中
間
申
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。（
第
一
六
条
及
び
第
一
七

条
関
係
）

]

地
方
法
人
税
中
間
申
告
書
を
提
出
す
べ
き
法
人

が
そ
の
地
方
法
人
税
中
間
申
告
書
を
提
出
し
な

か
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
法
人
に
つ
い
て
は
、
そ

の
提
出
期
限
に
お
い
て
、
税
務
署
長
に
対
し
地
方

法
人
税
中
間
申
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
も
の
と
み

な
す
こ
と
と
し
た
。（
第
一
八
条
関
係
）

◇
関
税
定
率
法
及
び
関
税
暫
定
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
（
法
律
第
一
二
号
）（
財
務
省
）

１

少
額
輸
入
貨
物
に
対
す
る
簡
易
税
率
の
適
用
対
象
額

の
拡
大

少
額
輸
入
貨
物
に
対
す
る
簡
易
税
率
の
適
用
対
象
を

課
税
価
格
の
合
計
額
が
一
〇
万
円
以
下
の
輸
入
貨
物
か

ら
二
〇
万
円
以
下
の
輸
入
貨
物
に
拡
大
す
る
こ
と
と
し

た
。（
関
税
定
率
法
第
三
条
の
三
関
係
）

２

学
校
等
給
食
用
の
脱
脂
粉
乳
に
対
す
る
関
税
の
軽
減

措
置
の
適
用
対
象
の
拡
充

学
校
等
給
食
用
の
脱
脂
粉
乳
に
対
す
る
関
税
の
軽
減

措
置
の
適
用
対
象
に
、
児
童
福
祉
法
に
基
づ
く
家
庭
的

保
育
事
業
等
に
よ
る
保
育
を
受
け
る
児
童
の
給
食
の
用

に
供
さ
れ
る
脱
脂
粉
乳
を
追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。（
関

税
定
率
法
別
表
関
係
）

３

暫
定
税
率
等
の
適
用
期
限
の
延
長

平
成
二
六
年
三
月
三
一
日
に
適
用
期
限
が
到
来
す
る

暫
定
税
率
並
び
に
特
別
緊
急
関
税
制
度
及
び
牛
肉
又
は

豚
肉
に
係
る
関
税
の
緊
急
措
置
（
牛
肉
の
発
動
基
準
数

量
の
算
出
基
礎
の
特
例
を
含
む
。）に
つ
い
て
、
こ
れ
ら

の
適
用
期
限
を
一
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
関
税
暫

定
措
置
法
第
二
条
及
び
第
七
条
の
三
〜
第
七
条
の
六
等

関
係
）

４

暫
定
的
減
免
税
制
度
の
適
用
期
限
の
延
長

平
成
二
六
年
三
月
三
一
日
に
適
用
期
限
が
到
来
す
る

航
空
機
部
分
品
等
の
免
税
制
度
及
び
加
工
再
輸
入
減
税

制
度
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す

る
こ
と
と
し
た
。（
関
税
暫
定
措
置
法
第
四
条
及
び
第
八

条
関
係
）

５

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
六
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
雇
用
保
険
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
法
律
第
一
三

号
）（
厚
生
労
働
省
）

１

就
業
促
進
手
当
の
改
正

安
定
し
た
職
業
に
就
き
、
就
業
促
進
手
当
の
支
給
を

受
け
た
者
で
あ
っ
て
、
同
一
の
事
業
主
の
適
用
事
業
に

そ
の
職
業
に
就
い
た
日
か
ら
引
き
続
い
て
六
月
以
上
雇

用
さ
れ
る
も
の
の
う
ち
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要

件
に
該
当
す
る
も
の
に
対
し
て
、
基
本
手
当
日
額
に
基

本
手
当
の
支
給
残
日
数
に
相
当
す
る
日
数
に
一
〇
分
の

四
を
乗
じ
て
得
た
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
限
度
と
し
て

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
額
を
支
給
す
る
こ
と
と
し

た
。（
第
五
六
条
の
三
第
三
項
関
係
）

™�
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